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令和元年度事業報告 

（令和元年６月１日から令和２年５月３１日） 

 

【まえがき】 

財団創設５期目となった。今年度は、公益目的事業の助成対象の拡大を図るため、事業変

更を行った。対象地域を岐阜県地域とし、対象事業には教育を加え、奨学金給付の対象に大

学生を加えた。また、これら公益目的事業の助成対象の拡大に伴い定款の一部変更を行った。   

今年度新たに稼働予定だった太陽光発電事業は工事の遅れにより稼働に至らなかったが、次

年度秋に稼働の目途がたっている。 

 

Ⅰ 法人の概況 

 

１、設立年月日 平成２５年１１月７日 

   平成２８年１０月１日から公益財団法人へ移行 

  

２、定款に定める目的 

   この法人は、岐阜県地域の発展に寄与するため、地域産業の振興発展、地域の社

会生活環境の整備及び地域の文化・教育・スポーツ・国際化の推進等に関する活

動を行う個人及び団体に対し助成金の給付を行うと共に、地域の人材育成のため

に奨学金の給付を行う。それらの事業をもって地域社会の健全な発展を図り、永

続可能な郷土と未来の子どもたちに誇りをもって引き継ぐことができる日本社会

を創造することを目的とする。 

 

３、定款に定める事業内容 

（１） 地域産業の振興発展に関する活動に対する助成金の給付 

（２） 地域の社会生活環境の整備に関する活動に対する助成金の給付 

（３） 地域の文化・教育・スポーツ・国際化の推進等に関する活動に対する助成金

の給付 

（４） 地域の人材育成のための奨学金及び助成金の給付 

（５） 太陽光発電による売電事業 

（６） その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

４、所轄行政庁に関する事項 

   岐阜県知事 
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Ⅱ 事業の状況  

 １、事業の実施状況 

今期予定した公益目的事業のすべてについて、ホームページによる募集を行った。そ

の結果応募等があり、実施した事業は次の内容となった。尚、選定方法について 3 月以

降は新型コロナウイルス感染拡大防止のため、書面による選定を行うこととなった。 

 

（１）奨学金助成金支給事業 

   ア 令和元年度奨学金・助成金支給学生総数   ８名  

   イ 令和元年度支給総額   4,800 千円（一人当たり月額 50 千円） 

  ウ 令和元年度新規奨学生の募集・決定・支給状況  

今年度新規募集３名・決定２名・支給１名    

令和元年 2 月 1 日 平成 30 年度新規奨学生募集開始 

 29 日 新規募集締切 （応募者数２名） 

 3 月 10 日 選定委員へ応募状況報告と選定必要書類送付 

16 日 選定委員会にて新規 2 名を選考 

28 日 理事会にて承認・決定 

31 日 継続希望奨学生作文提出締め切り 

4 月中旬 全奨学生へ奨学金振込 

   ※新規選考者 1 名辞退により今年度新規は 1 名となった。 

 

（２）地域振興支援事業 

   ア 助成金額           2,690 千円 

   イ 募集 

     募集は通年。ホームページ上で公開。 

ウ  今年度助成申請数 3 団体 

    エ 審査・決定・支給  

令和元年 9 月 14 日 応募 1 団体 

20 日 選定委員へ応募状況報告と招集 

27 日 選定委員会にて審査・選考 

10 月 4 日 理事会にて承認・決定 

〃日 助成金振込 

12 月 6 日 応募 1 団体 

12 月 24 日 選定委員へ応募状況報告と招集 

令和 2 年 1 月 6 日 選定委員会にて審査・選考 
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（３）太陽光発電による売電事業 

  売電収入 706,288 円 （11 か月） 

  太陽光発電設備 最大出力 20ｋｗ／ｈ      

     今期減価償却費    468,792 円 （12 か月） 

 

Ⅲ 処務の概要  

 

１、役員に関する事項 （令和 2 年 5 月 31 日現在） 

職名 氏 名 
常勤・非常

勤 
任  期 

代表理事 舘林正孝 非常勤 
R1 年 8 月 26 日～ 

R3 年 8 月定時評議員会終結の時まで 

理 事 岩田啓成 非常勤 
R1 年 8 月 26 日～ 

R3 年 8 月定時評議員会終結の時まで 

理 事 舘林慶二 非常勤 
R1 年 8 月 26 日～ 

R3 年 8 月定時評議員会終結の時まで 

監 事 早稲田和大 非常勤 
R1 年 8 月 26 日 ～ 

R3 年 8 月定時評議員会終結の時まで 

評議員 舘林英子 非常勤 
H29 年 8 月 25 日～ 

R3 年 8 月定時評議員会終結の時まで 

評議員 伊藤 治 非常勤 
H29 年 8 月 25 日～ 

R3 年 8 月定時評議員会終結の時まで 

評議員 鈴村和範 非常勤 
H29 年 8 月 25 日～ 

R3 年 8 月定時評議員会終結の時まで 

 

 

 

1 月 16 日 理事会にて承認・決定 

1 月 28 日 助成金振込 

2 月 28 日 応募 1 団体 

3 月 10 日 選定委員へ応募状況報告と選定必要書類送付 

3 月 16 日 選定委員会にて審査・選考 

3 月 28 日 理事会にて承認・決定 

4 月 14 日 助成金振込 
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２、会議に関する事項 

（１） 理事会 

開催日時 会議の目的事項 会議の結果 

令和元年 

8 月 19 日 

第 1 回 

第 1 号議案 平成 30 年度事業報告承認の件 承認可決 

第 2 号議案 平成 30 年度決算書類案承認の件 同  上 

第 3 号議案 理事・監事の改選に伴う候補者の件 同  上 

第 4 号議案 評議員会開催承認の件 同  上 

報告事項 代表理事より職務執行状況の報告について 同  上 

令和元年 

9 月 10 日 

第 2 回 

 

議 案 

 

代表理事選任の件 

 

承認可決 

  

令和元年 

10 月 4 日 

第 3 回 

 

議 案 

 

地域の文化・スポーツ・国際化の推進等に関する活動

を行う団体への助成に関する選考承認の件 

  

承認可決 

 

令和 2 年 

1 月 16 日 

第 4 回 

 

第 1 号議案 

助成金給付事業及び奨学金等給付事業 選定委員選任

の件 

 

承認可決 

 

第 2 号議案 

地域の文化・教育・スポーツ・国際化の推進等に関す

る活動を行う団体への助成に関する選考承認の件 

 

同  上 

 

令和 2 年 

3 月 28 日 

第 5 回 

 

第 1 号議案 

 

令和元年度奨学金・助成金支給事業選定の報告及び承

認の件 

承認可決 

 

第 2 号議案 

 

 

地域振興関連助成金支給事業選定の報告及び承認の件 

 

同  上 

令和 2 年 

4 月 16 日 

第 6 回 

 

議 案 

 

 

太陽光発電設備購入借入金一部返済承認の件 

 

 

承認可決 
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令和 2 年 

5 月 21 日 

第 7 回 

 

 

 

 

第 1 号議案 

 

令和 2 年度 事業計画及び予算の承認の件 

 

 

承認可決 

 

第 2 号議案 

 

令和 2 年度資金調達及び設備投資の見込みの件 

 

 

同  上 

 

第 3 号議案 

 

 

平成 30 年度決算書修正案承認の件 

 

同  上 

 

第 4 号議案 

 

定款の加筆及び修正の件 

 

同  上 

報告事項 ・代表理事より職務執行状況の報告 

令和元年度の助成金・奨学金給付状況について 

行政庁への定期報告・変更届提出、登記手続き等

状況報告 

 

同  上 

 

（２）評議員会 

開催日時 会議の目的事項 会議の結果 

令和元年 

8 月 26 日

第 1 回 

第１号議案 平成 30 年度事業報告承認の件 承認可決 

第 2 号議案 平成 30 年度決算書類承認の件 同  上 

第 3 号議案 理事・監事改選の件 同  上 

報告事項 
① 令和元年度予算の報告 

② 代表理事より職務執行状況の報告について 
同  上 

令和 2 年 

5 月 8 日 

第 2 回 

 

議 案 

 

 

定款の加筆及び修正の件 

 

承認可決 
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（３）選定委員会 

開催日時          会議の目的事項 会議の結果 

令和元年 

9月27日 

第1回 

 

助成金給付事業応募１団体 書類審査  

 

助成決定 

令和2年 

1月6日 

第2回 

 

   助成金給付事業応募１団体  書類審査 

  

助成決定 

 

令和2年 

3月19日 

第3回 

 

 

 

1．奨学金受給応募者 書類審査 

 

助成決定 

 

2．助成金給付事業応募1団体 書類審査 

 

助成決定 

 

３、事業報告の附属明細書について 

 令和元年度事業報告に関して、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第

34条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」がありません

ので、附属明細書は作成しておりません。 

 


